
府政防第 1 2 2 1 号 

消 防 災 第 9 8 号 

令和２年５月 28 日  

          

 各都道府県消防防災主管部（局）長 殿 

                

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当）  

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担当）  

消 防 庁 国 民 保 護 ・ 防 災 部 防 災 課 長 

                                                 （ 公 印 省 略 ）      

                                                                                                  

高齢者や障害者等の避難の実効性の確保に向けた取組の実施について 

 

平素より、防災行政の推進に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

 政府では、令和元年台風第 19号（令和元年東日本台風）等による豪雨災害を踏まえ、中

央防災会議防災対策実行会議「令和元年台風第 19号等による災害からの避難に関するワー

キンググループ」において「令和元年台風第 19号等を踏まえた水害・土砂災害からの避難

のあり方について（報告）」（以下「報告書」という。）を取りまとめました。 

（報告書：http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.html） 

報告書では、令和元年台風第 19号等の教訓を踏まえ、「自らの命は自らが守る」意識を一

人一人に醸成させるべく、令和２年度出水期までに、避難行動を促す防災の理解力（以下「避

難の理解力」という。）を向上させるための普及啓発活動「避難の理解力向上キャンペーン」

を行う必要性が示され「「避難の理解力向上キャンペーン」の実施等について」（令和２年４

月 21日付府政防第 819 号・消防災第 72 号）（別紙１）が通知されたところです。（当該キ

ャンペーンの全内容は、別紙１参考資料１を参照） 

特に高齢者や障害者の方々に対しては、国民に対し避難に関する理解の普及啓発を行う

「避難の理解力向上キャンペーン」の一環として、福祉関係者等と連携し、高齢者や障害者

の避難の理解力向上を図るとともに、避難行動要支援者については、避難行動要支援者名簿

の活用を進めるため、各市町村において、ハザードマップ等を参照し、災害リスクが高い区

域に住む避難行動要支援者を洗い出し、その情報を防災・危機管理部局と医療・保健・福祉

部局等の部局間で共有すること、災害リスクの高い方々から優先的に避難支援体制の構築

に向けた検討を行うこと等が示されました。（令和２年度出水期までに行う取組の全内容は

（別紙２）を参照） 

貴職におかれましては、貴都道府県関係部局及び管内市町村に対して周知いただくとと

もに、都道府県及び市町村の防災主管部局や医療・保健・福祉部局等が連携のもと、福祉関

係者等の協力を得ながら、下記の事項に取り組んでいただくとともに、今後の住民の避難対

策に万全を期していただきますようお願いいたします。 

ただし、新型コロナウイルス感染症の状況を鑑み、本取組の実施に当たっては、当面は、

地域の実情に応じて可能な範囲・方法で実施いただきますようお願いいたします。 

なお、本通知は地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項に規定する技術

的助言であることを申し添えます。 
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１．福祉関係者等との連携による高齢者や障害者の方々の避難の理解力向上に向けた取組 

令和元年台風第 19号においては、多くの在宅の高齢者や障害者の方々が被災されてお

り、こうした方々が事前に自宅の災害リスクを把握することで、災害時に適切な避難行動

をとることが期待されます。このため、都道府県及び市町村の防災主管部局・福祉部局等

が連携のもと、福祉関係者等の協力を得ながら、以下の取組を実施していただきますよう

お願いいたします。 

 

（１）取組内容について 

○ 都道府県及び市町村の防災主管部局・福祉部局等が主体となって、普段の活動の中で在

宅の高齢者や障害者宅を訪問する機会のある福祉専門職（ケアマネジャー・相談支援専

門員等）、民生委員等の福祉関係者等の協力を得ながら、高齢者や障害者の自宅を訪問す

る際に、自宅の災害リスク等についてハザードマップや避難行動判定フロー等を用いて

本人と一緒に確認してもらうこと。 

※都道府県及び市町村は、確認をした結果、避難を支援する者がいない、避難経路が未整備、

避難手段がない等の事情が明らかになり、福祉関係者等から報告を受けた場合、その高齢

者や障害者が避難行動要支援者名簿に記載済か否か等、必要な対応や支援についてご検

討下さい。 

※都道府県及び市町村は、福祉関係者等の業務に差し支えない範囲での取組となるよう配

慮するとともに、福祉関係者等に対し、丁寧な協力依頼、説明及び協議を行い、（２）の

支援を実施した上で取組を開始してください。また、福祉関係者等に取組の詳細を説明す

る際には、福祉関係者等向けに作成いたしました「実施に当たってのＱ＆Ａ」（別紙３）

をご参照ください。 

※都道府県及び市町村は、取組の依頼に際して、福祉関係者等に対して「ハザードマップ」、

「避難行動判定フロー」及び「避難情報のポイント」の配布状況について確認し、必要数

配布してください。 

 

（２）防災主管部局として想定される福祉関係者等に対する支援について 

○ 福祉関係者等に対し、「避難行動判定フロー」、「避難情報のポイント」及び「ハザードマ

ップ」について説明すること。 

○ 福祉関係者等に対し、出前講座等により、福祉関係者等の避難等に関する理解力を向上

させること。 

○ 福祉関係者等から専門的な案件について講師派遣や講演を依頼された際には、国土交通

省河川事務所(災害情報普及支援室)及び砂防事務所・都道府県砂防部局・気象台等が支

援する用意があることから、必要に応じ、それら国及び都道府県の機関に取り次ぐこと。



その際、大規模氾濫減災協議会等を通じて共有されている国土交通省や気象庁が作成し

た専門家リストを活用すること。 

 ※既存の依頼ルート・支援体制がある場合はこの限りではない。 

 

 

   

 

 

２．「避難行動要支援者名簿」の活用 

避難行動要支援者名簿については、消防庁の「避難行動要支援者名簿の作成等に係る取組

状況の調査結果」において、98.9％（令和元年６月１日時点）の市町村において作成が完了

しているところではありますが、令和元年台風第 19号においては「住民が名簿をもとに避

難を誘導した」といった事例が見られた一方、「地域によって支援にばらつきがある」とい

った意見があるなど、地域によって大きく状況が異なっているものと考えられます。 

近年頻発している大規模災害に備えて、避難行動要支援者の避難の実効性を確保するた

めには、既存の名簿を十分に活用し、具体的な避難支援体制を構築しておくことが重要であ

ることから、市町村防災主管部局におかれましては、医療・保健・福祉部局等との連携のも

と、下記の事項に取り組むようお願いいたします。 

 

＜実施すべき事項＞ 

○ ハザードマップ等を参照し、浸水想定区域や土砂災害警戒区域等の災害リスクが高い区

域に住む避難行動要支援者を洗い出し、その情報を防災主管部局と医療・保健・福祉部

局等の部局間で共有する。 

  

＜実施が望ましい事項＞ 

○ 災害リスクが高い区域に住む避難行動要支援者から優先的に、福祉関係者等と連携し、

地域住民の協力を得ながら、避難支援体制の構築に向けた検討を行うこと。 

○ 法令上、避難行動要支援者とは「自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ

迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するもの」をいい、一義的には避難能力の有



無によって名簿掲載の可否を判断するものであるが、現在の名簿掲載者がこの趣旨に合

致しているか改めて確認すること。 

○ 平時からの名簿情報の提供はもちろん、災害発生時に直ちに提供できるよう備えておく

必要があることから、地域の特性や実情に応じて、頻繁に、かつ、定期的に更新し、名

簿情報を最新の状態に保つとともにその情報を防災主管部局と医療・保健・福祉部局等

の部局間で共有すること。 

 

（参考①） 

○「避難行動要支援者名簿」 

災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 49条の 10 第１項に基づき、市町村長は、

当該市町村に居住する要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場

合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特

に支援を要するもの（以下「避難行動要支援者」という。）の把握に努めるとともに、地域

防災計画の定めるところにより、避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認その他

の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために必要な措置（以下「避難支援

等」という。）を実施するための基礎とする名簿（以下「避難行動要支援者名簿」という。）

を作成することが義務付けられています。 

 

（参考②）

○ 避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針（平成 25年８月） 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/youengosya/h25/hinansien.html 
 

○ 避難行動要支援者の避難行動支援に関する事例集（平成 29年４月） 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/jireisyuu.html 

○ リーフレット「災害時に備えて今できること」 

http://www.bousai.go.jp/taisaku/hisaisyagyousei/panf.html 

 

 

３．地域における避難の実効性を高める地区防災計画の促進 

地区防災計画は、災害対策基本法に基づき地区の住民や事業者等（以下「地区住民等」と

いう。）が主体となって素案を策定し、市町村地域防災計画に地区防災計画として定めるこ

とを提案できる制度であり、地区住民等の自助、共助の精神に基づき、皆で安全な地区をつ

くるためのツールです。 

また、報告書において、現状の避難行動要支援者名簿の大半を占める健康加齢者の避難は、

安全・安心な地域づくりの一環として、地区防災計画の中で取り組むべきとされており、令

和元年台風第 19号においても、地区防災計画において位置づけられた高齢者の避難の仕組

みを活かして早期避難ができた事例もありました。 



他方、実際に地区防災計画を地域防災計画に反映済みの地区は、平成 30年４月１日時点

において、23都道府県、41市区町村、248地区にとどまっております。 

このため、内閣府では、更なる地区防災計画の策定促進の観点から、「地区防災計画ガイ

ドライン」（平成 26年３月）に加え、新たに「地区防災計画の素案作成支援ガイド～地方公

共団体の職員の方々へ～」（令和２年３月）を策定いたしました。 

都道府県、市区町村におかれましても、これらのガイドライン等を活用することにより、

地区防災計画の策定を検討している地域住民等と連携しつつ、当該計画の策定の支援等を

進めていただきますようお願いします。 

 

（参考） 

○ 地区防災計画ガイドライン（平成 26年３月） 

○ 地区防災計画の素案作成支援ガイド～地方公共団体の職員の方々へ～（令和２年３月） 

http://www.bousai.go.jp/kyoiku/chikubousai/index.html 

 

 

４．医療施設や社会福祉施設における災害リスクの確認 

令和元年台風第 19号において、多くの医療施設や社会福祉施設が被災しており、施設を

利用する高齢者や障害者等の避難の実効性を確保するためには、施設における避難対策が

重要となります。都道府県、市町村におかれましては、管内の医療施設や社会福祉施設の施

設管理者に対して、所在地の災害リスクを確認するよう周知することをお願いします。 

なお、水防法第 15条の３第１項及び第５項、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止

対策の推進に関する法律第８条の２第１項及び第５項により、市町村地域防災計画におい

て要配慮者利用施設に位置付けられた医療施設や社会福祉施設には、避難確保計画の作成

及び避難確保計画に基づく避難訓練の実施が義務付けられております。 

都道府県、市町村におかれましては、計画の作成や訓練の実施の支援、促進についてご検 

討下さい。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 
＜本件連絡先＞ 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（避難生活担当）付 

藤田、近藤      （TEL: 03-3593-2849） 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担当）付 

和田、土屋      （TEL: 03-3502-6983） 

消防庁国民保護・防災部防災課

神田、舘野、飯田   （TEL: 03-5253-7525） 
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府政防第 819 号 

消 防 災 第 72 号 

令和２年４月 21 日 

 

各都道府県消防防災主管部長 殿 

 

内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調査・企画担当） 

             消 防 庁 国 民 保 護 ・ 防 災 部 防 災 課 長 

（公印省略） 

 

 

「避難の理解力向上キャンペーン」の実施等について（通知） 

 

平素より、防災行政の推進に御尽力いただき、厚く御礼申し上げます。 

 政府では、令和元年台風第 19 号（令和元年東日本台風）等による豪雨災害を踏まえ、   

中央防災会議防災対策実行会議「令和元年台風第 19 号等による災害からの避難に関する 

ワーキンググループ」において「令和元年台風第 19号等を踏まえた水害・土砂災害からの

避難のあり方について（報告）」（以下「報告書」という。）を取りまとめました。 

（報告書：http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.html） 

 報告書では、令和元年台風第 19号等の教訓を踏まえ、「自らの命は自らが守る」意識を一

人一人に醸成させるべく、令和２年度出水期までに、避難行動を促す防災の理解力（以下「避

難の理解力」という。）を向上させるための普及啓発活動「避難の理解力向上キャンペーン」

を行う必要性が示されました。当該キャンペーンは、市町村が日本全国の各戸にハザードマ

ップ、避難行動判定フロー、避難情報のポイントを配布又は回覧するほか、教育機関や福祉

関係者等が避難行動判定フロー等を活用し避難に関する理解を促進し、また、社員等が不要

不急の外出を控えることができるよう民間企業がテレワーク・時差出勤・計画的休業等を促

進する等、あらゆる主体が参画し、令和２年度出水期までに、国民に対し避難に関する理解

の普及啓発を行うものです。（当該キャンペーンの全内容は参考資料１を参照して下さい） 

貴職におかれましては、本キャンペーンに関し、下記事項を推進するためご尽力いただく

とともに、その旨を貴都道府県関係部局及び管内市町村に対して周知し、本キャンペーンへ

の参画を働きかけ、今後の住民の避難対策に万全を期していただきますようお願いします。 

ただし、現在新型コロナウイルスの感染拡大への対応が急務である状況を鑑み、キャンペ

ーンの実施に当たっては、当面、地域の実情に応じて可能な範囲・方法で実施いただきます

ようお願いします。 

なお、避難所における新型コロナウイルス感染症対策に万全を期す必要があることから、

先日「避難所における新型コロナウイルス感染症への対応について」（令和 2年 4月 1日府

政防第 779 号、消防災第 62 号、健感発 0401 第１号）を通知し、また 4 月 7 日に事務連絡

「避難所における新型コロナウイルス感染症への更なる対応について」を発出しておりま

すので、平時の事前準備及び災害時の対応の参考としていただきますようお願いします。     

なお、本通知は地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項に規定する技術

的助言であることを申し添えます。 

 

記 

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.html
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１．避難の理解力向上キャンペーンの取組 

 「自らの命は自らが守る」意識を国民一人一人に醸成するため、令和２年度出水期までに、

避難に関する普及啓発活動「避難の理解力向上キャンペーン」をあらゆる主体が参画し日本

全国で展開する。ただし、現在新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、人と人との接触

を徹底的に低減することが求められており、キャンペーンの実施により、人との接触が回避

できない場合や「三つの密」（①密閉空間、②密集場所、③密接場面）が生じうる場合等に

おいては、感染拡大防止のため、その状況の回避若しくは延期又は中止を検討されたい。 

 

（１）ハザードマップ、避難行動判定フロー、避難情報のポイントの周知 

 「自らの命は自らが守る」意識を国民一人一人に醸成するためには、住民に、平時より地

域の災害リスクを認識してもらい、災害時にとるべき行動について理解してもらうことが

重要である。このため、以下の取組を実施することとする。 

  ① 市町村は、住民一人一人が地域における水害・土砂災害に関するリスクを確認でき

るよう、ハザードマップを各戸に配布又は回覧すること。 

② 市町村は、住民自らが自宅の災害リスクを踏まえとるべき行動を判断するための

「避難行動判定フロー（参考資料２）」、及び警戒レベル等の避難情報を読み解き避難

するタイミングを判断するための「避難情報のポイント（参考資料３）」を、ハザー

ドマップと合わせて各戸に配布又は回覧すること。また、現在新型コロナウイルスの

感染拡大への対応が急務であり、避難所での感染拡大を防ぐ観点から、これら資料に

記載の「『避難』とは『難』を『避』けることであり、安全な場所にいる人は避難場

所に行く必要がない」ことや「安全な親戚・知人宅も避難先となり得る」こと等につ

いて住民の理解を促すこと。 

参考資料２，３：

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/pdf/houkoku/campaign.pdf   
  ③ 避難訓練や出前講座など、住民等が参加する防災に関するイベント等を実施する場合

には、避難行動判定フロー等を活用するなど、住民の避難の理解力向上に努めること。 

 

（２）水害・土砂災害のリスクのある小・中学校における防災教育の支援 

「自らの命は自らが守る」意識が醸成された地域社会を構築するためには、子供のころか

ら地域の災害リスク等を知ることや命を守る行動を実践的に学ぶことが重要である。全国

の水害・土砂災害リスクのある全ての小・中学校において、毎年、梅雨や台風の時期を迎え

る前までを目途に避難訓練と合わせ防災教育を実施することとなっている。そのため、防災

主管部局としてその取組を支援すること。例えば、以下の支援が考えられる。 

 ① 教育機関等からの依頼に応じ、「避難行動判定フロー」及び「避難情報のポイント」

について説明すること。 

 ② 教育機関等からの依頼に応じ、防災主管部局が行う出前講座等により、防災教育の

内容面の充実を支援すること。 

 ③ 教育機関等から専門的な案件について講師派遣や講演を依頼された際には、国土

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/pdf/houkoku/campaign.pdf
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交通省河川事務所(災害情報普及支援室)及び砂防事務所・都道府県砂防部局・気象台

等が支援する用意があることから、必要に応じ、それら国及び都道府県の機関に取り

次ぐこと。その際、大規模氾濫減災協議会等を通じて共有されている国土交通省や気

象庁が作成した専門家リストを活用すること。 

※既存の依頼ルート・支援体制がある場合はこの限りではない。 

 

 ④ 必要に応じ、都道府県及び市町村の教育部局に対し、防災教育に活用できる以下の

参考教材を説明すること。 

   ・（内閣府）警戒レベルに関する映像資料（令和元年度作成） 

http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/h30_hinankankoku

_guideline/index.html 

・（国土交通省）防災教育ポータル 

         http://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/index.html  

・（気象庁）防災教育に使える副教材・副読本ポータル 

          http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/fukukyouzai/index.html  

・（文部科学省）学校安全ポータルサイト 

          https://anzenkyouiku.mext.go.jp/  

 ⑤ 必要に応じ、都道府県及び市町村の教育部局に対し、防災教育の授業に活用できる

以下のツールを説明すること。 

    ・避難行動判定フロー（再掲） 

    ・災害・避難カード：災害時に避難すべき場所、避難時に持参する薬、誰と一緒     

に避難するか等を書き込んだ名刺タイプ（携帯可能なサイ

ズ）のカードのこと。 

http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/saigai_jireisyu.html 

     ・マイ・タイムライン：住民一人ひとりのタイムラインであり、台風の接近によ

って河川の水位が上昇する時に、自分自身がとる標準的

な防災行動を時系列的に整理し、とりまとめるもの。 

                https://mytimeline.river.or.jp/  

 なお、本通知を踏まえ、文部科学省から都道府県及び市町村の教育機関に対し、防災教育

におけるこれら支援（新型コロナウイルス感染拡大防止を踏まえた留意点を含む。）がある

ことについて、別途通知予定。 

・(A)が学校別に出前講座等を実施する
（既存の取組）

・教育機関から、専門的な案件への講師
派遣依頼や大規模な講習会等の講師依頼が
来た場合には、(A)が(B)に対応を依頼する

・講師等の検討に当たっては、減災対策協
議会で共有された「専門家リスト」を
活用する

教育機関
（Ａ）市町村
防災主管部局

②・国土交通省
（災害情報普及支援室・
砂防事務所）

・気象庁
（地方気象台等）

・都道府県砂防部局

依頼

支援

取次ぎ

支援

(A)からの依頼の取次ぎを受け、
・専門的な案件の対応
・市町村規模等、比較的大規模な
教育関係者向け講習会等の講師等

（Ｂ）・国土交通省
（災害情報普及支援室・
砂防事務所）

・気象庁
（地方気象台等）
・都道府県砂防部局

http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/h30_hinankankoku_guideline/index.html
http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/h30_hinankankoku_guideline/index.html
http://www.mlit.go.jp/river/bousai/education/index.html
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/fukukyouzai/index.html
https://anzenkyouiku.mext.go.jp/
http://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/saigai_jireisyu.html
https://mytimeline.river.or.jp/
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（３）福祉関係者等との連携による高齢者や障害者の方々の避難の理解力向上に向けた取組 

台風第 19号等においては多くの在宅の高齢者や障害者の方々が被災されており、こうし

た方々が事前に自宅の災害リスクを把握することで、災害時に適切な避難行動をとること

が期待される。このため、都道府県及び市町村の防災主管部局・福祉部局、福祉関係者等が

連携のもと、以下の取組を推進すること。 

なお、本取組に関して、福祉専門職の職能団体等に対し、関係府省から別途協力依頼を行

うとともに、都道府県及び市町村の防災主管部局及び福祉部局等に対し、実施方法等の詳細

（新型コロナウイルス感染拡大防止を踏まえた留意点を含む。）について別途通知予定。 

 

・福祉専門職（ケアマネジャー・相談支援専門員等）、民生委員等の福祉関係者等が担

当する高齢者や障害者宅を訪問する際に、自宅の災害リスク等についてハザードマ

ップや避難行動判定フロー等を用いて本人と一緒に確認してもらう。 

 

以上の取組の実施にあたっては、防災主管部局として、以下のような支援を行うこと。 

① 福祉関係者等に対し、「避難行動判定フロー」及び「避難情報のポイント」につい

て説明すること。 

② 福祉関係者等に対し、出前講座等により、福祉関係者等の避難等に関する理解力を

向上させること。 

③ 福祉関係者等から専門的な案件について講師派遣や講演を依頼された際には、国

土交通省河川事務所(災害情報普及支援室)及び砂防事務所・都道府県砂防部局・気象

台等が支援する用意があることから、必要に応じ、それら国及び都道府県の機関に取

り次ぐこと。その際、大規模氾濫減災協議会等を通じて共有されている国土交通省や

気象庁が作成した専門家リストを活用すること。 

  ※既存の依頼ルート・支援体制がある場合はこの限りではない。 

 

 

 

  

・(A)が福祉施設等別に出前講座等を実施する
（既存の取組）

・福祉関係者等から、専門的な案件への講師
派遣依頼や大規模な講習会等の講師依頼が
来た場合には、(A)が(B)に対応を依頼する

・講師等の検討に当たっては、減災対策協
議会で共有された「専門家リスト」を
活用する

福祉関係者等
（Ａ）市町村
防災主管部局

（Ｂ）・国土交通省
（災害情報普及支援室・

砂防事務所）
・気象庁
（地方気象台等）
・都道府県砂防部局

連携
依頼

支援

(A)からの依頼を受け、
・専門的な案件の対応
・市町村規模等、比較的大規模な
福祉関係者等向け講習会等の講師等
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（４）広域避難の対象となる住民等への周知啓発 

広域避難を計画している市町村においては、広域避難の対象となる住民等に対し、地域の

災害リスクや広域避難を含むとるべき行動等への理解を促進するため、上記「避難の理解力

向上キャンペーン」において、大規模災害時の広域避難の必要性や親戚・知人宅等の自主的

な避難先の確保等について周知を図ること。 

 

 

２．災害時の情報伝達の改善の取組 

  ① 「避難勧告等に関するガイドライン（内閣府、平成 31年 3月改訂）」において、警

戒レベル４避難指示（緊急）は、必ず発令されるものではなく、地域の状況に応じて、

緊急的に又は重ねて避難を促す場合等に運用するものとしており、必要に応じて避

難情報の発令基準を改訂すること。 

  ② 「全員避難」「命を守る最善の行動」については、災害時には、短い言葉で繰り返

し呼びかけを行う必要がある。ただし必要に応じて、例えば３回に１回程度は「危険

な場所から全員避難」等、補足的な呼びかけを行うこと。また、洪水浸水想定区域や

土砂災害警戒区域以外でも災害の危険があることについて呼びかけを行うこと。 

③ 市町村は、災害時のアクセス増によりホームページにつながりにくくなることが

ないよう必要な対策を講じること。対策例は以下のとおり。 

・Webサイトの軽量化（災害時にホームページを文字情報のみとし負荷軽減） 

・ミラーサイトの準備（サーバーの負荷軽減のため同機能のサーバーを複数台準備） 

・キャッシュサイトの作成（検索エンジンに一時的にページを複製し誘導する）等 

  ④ 避難勧告等を迅速かつ確実に住民に伝達するため、防災行政無線（同報）だけでは

なく、FM放送、ケーブルテレビ、携帯電話等の様々な災害伝達手段の整備を促進し、

地域の特性にあわせて災害時の情報伝達の多重化・多様化を図ること。なお、「ホー

ムレスの自立の支援等に関する基本方針」（平成 30年 7月 31日厚生労働省・国土交

通省告示第２号）に記載のとおり、洪水等の災害時においては、特に河川敷にいるホ

ームレスに被害が及ぶおそれがあることから、河川管理者と福祉部局等は連絡調整

し、配慮して対応することとなっていることを、ご承知おき頂きたい。 

 

 

３．避難場所の開設等に関する保険制度 

 災害時に、市町村が迅速かつ適切に避難勧告等を発令し、災害による被害の防止・軽減を

図ることができるよう、避難場所の開設等に関する費用を補償する保険制度（全国市長会

「防災・減災費用保険制度」、全国町村会「災害対策費用保険制度」）を活用すること等を検

討すること。 
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４．広域避難の実効性確保に向けた取組 

 市町村界を越えての広域避難が必要な地域においては、令和元年台風第 19号を踏まえ、 

以下の点に留意し、広域避難の実効性確保に向けた取組を推進すること。 

① 浸水想定区域が市町村の広範に及び当該市町村内では安全な避難場所等の確保が

困難な場合や、隣接市町村への避難が有効な地区がある場合は、他市町村への広域避

難の必要性について検討し、受け入れ先の市町村と協定等を結ぶなど、平時から連携

を図ることが望ましい。 

 

② 広域避難は通常の避難より準備・移動に時間を要することから、早めに関係者間の

情報共有や意思決定、及び対象住民等への呼びかけを行うことが重要である。その際、

避難に必要な時間（リードタイム）だけではなく、夜間や暴風時、鉄道計画運休等に

よる移動困難性についても注意する必要がある。 

 

③ 降雨・暴風等がどのように推移するかは毎回異なり、想定されていたタイミングよ

り遅れて検討開始・発令等の基準に到達する場合があるため、柔軟な対応が可能な計

画としておくことが重要である。 

 

④ 広域避難への対応と並行して、想定通りに広域避難が行われず浸水域内に住民等

が留まった場合において被害を最小化するための対応も検討しておく必要がある。 

以上 
 

 

 ＜問合せ先＞ 
○内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（調査・企画担当）付 
  菅（すが）風水害対策調整官、長野主査 
 TEL：03-3501-5693 FAX：03-3501-6820 
○消防庁国民保護・防災部防災課 
  神田災害対策官、亀田係長 
 TEL：03-5253-7525 FAX：03-5253-7535 
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例外

いいえ

台風・豪雨時に備えてハザードマップと一緒に
「避難行動判定フロー」を確認しましょう

「自らの命は自らが守る」意識を持ち、
自宅の災害リスクととるべき行動を
確認しましょう。

避難行動判定フロー
必ず取組みましょうあなたがとるべき避難行動は？

※ハザードマップは浸水や土砂災害が発生するおそれの高
い区域を着色した地図です。着色されていないところ
でも災害が起こる可能性があります。

ハザードマップ※で自分の家がどこにあるか
確認し、印をつけてみましょう。

家がある場所に色が塗られていますか？

色が塗られていなくても、周りと比べて低い土
地や崖のそばなどにお住まいの方は、市区町村
からの避難情報を参考に必要に応じて避難して
ください。

※浸水の危険があっても、
①洪水により家屋が倒壊又は崩落してしまう
おそれの高い区域の外側である

②浸水する深さよりも高いところにいる
③浸水しても水がひくまで我慢できる、水・食糧
などの備えが十分にある場合は自宅に留まり
安全確保をすることも可能です。

※土砂災害の危険があっても、 十分堅牢なマン
ション等の上層階に住んでいる場合は自宅に
留まり安全確保をすることも可能です。

災害の危険があるので、原則として※、
自宅の外に避難が必要です。

ご自身または一緒に避難する方は避難に時間
がかかりますか？

安全な場所に住んでいて身を寄せられる親戚
や知人はいますか？

警戒レベル３が出
たら、安全な親戚や
知人宅に避難しま
しょう(日頃から相
談しておきましょう)

警戒レベル３が出
たら、市区町村が指
定している指定緊
急避難場所に避難
しましょう

警戒レベル４が出た
ら、安全な親戚や知
人宅に避難しましょ
う(日頃から相談し
ておきましょう)

警戒レベル４が出た
ら、市区町村が指定
している指定緊急避
難場所に避難しま
しょう

安全な場所に住んでいて身を寄せられる親戚や
知人はいますか？

平時に
確認

はい

解説は裏面をご覧下さい

はい

はい いいえ はい いいえ

いいえ

CO119807
テキストボックス
参考資料２



わからないことがありましたらお住まいの市区町村にお問い合わせください。
（参考）内閣府防災ホームページ「令和元年台風第19号等による避難に関するワーキンググループ」

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.html

3･4階

2階

1階

3･4階

2階

1階
1階床下

5m～10m未満

3m～5m未満

0.5m～3m未満

0.5m未満

5m～10m未満

3m～5m未満

0.5m～3m未満

0.5m未満

（3階床上浸水～4階軒下浸水）

（2階床上～軒下浸水）

（1階床上～軒下浸水）

（1階床下浸水）

3･4階

2階

1階

3･4階

2階

1階
1階床下

5m～10m未満

3m～5m未満

0.5m～3m未満

0.5m未満

5m～10m未満

3m～5m未満

0.5m～3m未満

0.5m未満

（3階床上浸水～4階軒下浸水）

（2階床上～軒下浸水）

（1階床上～軒下浸水）

（1階床下浸水）

※緊急時に身を寄せる避難先は、市町村が指定する「指定緊急避難場所」や、安全な親戚・知人宅など様々です。
普段からどこに避難するかを決めておきましょう。

※「指定緊急避難場所」は、災害の種類ごとに安全な場所が指定されています。 (小中学校、公民館など)
※災害が落ち着いた後に、自宅が被災し、帰宅できない場合には、しばらく避難生活を送るため、 「指定避難所」
に行きましょう。

避難行動判定フローの参考情報

ハザードマップの見方 必ず確認してください

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ※ハザードマップの着色や凡例は市町村によって異なる場合があります。 検  索

ハザードマップの見方 もっと詳しく知りたい人向け
次の３つが確認できれば浸水の危険があっても自宅に留まり安全を確保することも可能です

 土砂災害
土 砂 災 害 警 戒 区 域：■
土砂災害のおそれがある区域

土砂災害特別警戒区域：■
建造物に損壊が生じ、住民等
の生命又は身体に著しい危害
が生じるおそれがある区域

❷浸水深より居室は高いか❶家屋倒壊等氾濫想定区域に入っていないか ❸水がひくまで我慢できるか、
水・食糧などの備えは十分か

流速が早いため、
木造家屋は倒壊する
おそれがあります

地面が削られ家屋は
建物ごと崩落する
おそれがあります

※①家屋倒壊等氾濫想定区域や、③浸水継続時間はハザードマップに記載がない場合がありますので、お住いの市町村へ
お問い合わせください。なお、重ねるハザードマップには記載がありません。

※土砂災害の危険があっても、十分堅牢なマンション等の上層階に住んでいる場合は自宅に留まり安全確保をすることも可能です。

凡　例
 水  害
洪水浸水想定区域
（浸水深） 

浸水するおそれが
高い区域です

土砂災害のおそれが
ある区域です

警戒レベル３や４が出たら、危険な場所から避難しましょう

「避難」とは「難」を「避」けることです
安全な場所にいる人は、避難場所に行く必要はありません

避難先は小中学校・公民館だけではありません
安全な親戚・知人宅に避難することも考えてみましょう



危
険
な
場
所
か
ら

高
齢
者
等
は

避
難！

危
険
な
場
所
か
ら

全
員
避
難！

避難に時間を
要する人は避難
（市町村が発令）

警戒レベル

安全な場所へ
避難

（市町村が発令）

避難行動の
確認

（気象庁が発表）

警戒レベル
2

心構えを
高める

（気象庁が発表）

警戒レベル
1

危
険
な
場
所
か
ら

高
齢
者
等
は

避
難！

危
険
な
場
所
か
ら

全
員
避
難！

3

警戒レベル

4

※1 警戒レベル４「全員避難」は、高齢者などに限らず全員が危険な場所から避難するタイミングです。

・警戒レベル5が出てもまだ避難できていない場合は、自宅の少しでも安全な部屋に移動したり、
すぐ近くに安全な建物があればそこに移動するなど、命を守るための最善の行動をとってください。
・警戒レベル５災害発生情報は、市区町村が災害発生を把握できた場合に、可能な範囲で出される
情報であり、必ず出される情報ではありません。

・警戒レベル4避難勧告は立退き避難に必要な時間や日没時間等を考慮して発令されるもので、この
タイミングで危険な場所から避難する必要があります。
※2 警戒レベル4避難指示（緊急）は、必ず発令されるものではなく、地域の状況に応じて緊急的に
　　又は重ねて避難を促す場合などに発令されることがあるものです。

警戒レベルは、水害や土砂災害に備え
て住民がとるべき行動をお知らせする
ために5段階にレベル分けしたもの
で、市区町村が避難情報と合わせて出
す情報です。

警戒レベル4避難勧告で
危険な場所から避難です

台風・豪雨時に「避難情報のポイント」を
確認し避難しましょう

避難情報のポイント緊急時
に確認

市区町村から出される避難情報（警戒レベル）
避難とは難を避けること、つまり安全を確保することです。
安全な場所にいる人は、避難する必要はありません。
危険な場所から警戒レベル3で〈高齢者などは避難〉、
　　　　　　　警戒レベル4で〈全員避難※1〉です。

警戒レベル５はすでに災害が発生している状況です。

豪雨時の屋外避難は危険です。車の移動も控えましょう。

警戒レベル4には避難勧告や避難指示（緊急）※2がありますが、
いずれにしても警戒レベル４で避難しましょう。

 必ず確認してください ！ ！

CO119807
テキストボックス
参考資料３



わからないことがありましたらお住まいの市区町村にお問い合わせください。
（参考）内閣府防災ホームページ「令和元年台風第19号等による避難に関するワーキンググループ」

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.html

4 4
相当

3
相当

2
相当

1
相当

最新情報に注意

避難準備・
高齢者等避難開始

土砂災害警戒情報

大雨警報氾濫警戒情報
洪水警報

氾濫危険情報

3
2
1

危険な場所から
高齢者などは避難
ハザードマップ等で
避難方法を確認

避難勧告
（避難指示（緊急））

早期注意情報

大雨注意報
洪水注意報 氾濫注意情報

危険な場所から
全員避難

名　称：警戒レベル
発信者：市区町村等
内　容：避難情報

警戒
レベル 住民がとるべき行動 避難情報等

5
4

5
相当

4
相当

3
相当

2
相当

1
相当

命を守る最善の行動

危険な場所から
全員避難

危険な場所から
高齢者などは避難

最新情報に注意

ハザードマップ等で
避難方法を確認

早期注意情報

避難勧告
（避難指示（緊急））

避難準備・
高齢者等避難開始

災害発生情報 氾濫発生情報 大雨特別警報
（土砂災害）

土砂災害警戒情報

大雨警報氾濫警戒情報
洪水警報

大雨注意報
洪水注意報 氾濫注意情報

氾濫危険情報

3
2
1

名　称：警戒レベル相当情報
発信者：気象庁や都道府県等
内　容：河川水位や雨の情報

浸水の情報（河川） 土砂災害の情報（雨）
防災気象情報（警戒レベル相当情報）

※ 「避難勧告等に関するガイドライン」の趣旨を変えずに、より分かりやすい表現にしています。

気象庁から市区町村単位の警戒レベル相当情報※が出されたら、お住まいの地域の状況が詳細に
わかる情報（危険度分布）を確認してください。紫色は危険度が高いことを示しています。

住所を登録しておけば、お住まいの地域が危険になったら
自動的にスマートフォンに通知される「危険度分布通知
サービス」もありますので、ご活用ください。

避難情報のポイント解説 

国土交通省・気象庁・都道府県から出される
河川水位や雨の情報（警戒レベル相当情報）

■危険度分布で、お住まいの地域の状況を確認しましょう

紫：崖・渓流の近くは危険 紫：低地は危険 紫：河川沿いは危険
※市区町村単位で発表される情報には、大雨特別警報、土砂災害警戒情報、洪水警報などがあります。

■市区町村が出す警戒レベルで確実に避難しましょう
　気象庁などから出る河川水位や雨の情報を参考に自主的に
　早めの避難をしましょう

危険度分布 検  索

土砂災害 浸水害 洪水

（1kmメッシュ） （1kmメッシュ）

市区町村長は、警戒レベル相当情報（河川や雨の情報）のほか、地域の土地利用や災害実績なども
踏まえ総合的に警戒レベル（避難情報）の発令判断をすることから、警戒レベルと警戒レベル相当
情報が出るタイミングや対象地域は必ずしも一致しません。

もっと詳しく知りたい人向け



 
 

 
 

 

 

 

 

  
令和元年台⾵第 19 号等を踏まえた 

⽔害・⼟砂災害からの避難のあり⽅について 

（報告） 

 

 

 
令和２年３⽉ 

中央防災会議 防災対策実⾏会議 
 

令和元年台⾵第 19 号等による災害からの避難に関する 
ワーキンググループ 

co432675
テキストボックス
別紙２
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〜実施すべき主な取組〜 
（出⽔期までに⾏う取組） 
c-1, 2 「避難の理解⼒向上キャンペーン」の実施（再掲）

・ 在宅の⾼齢者や障害者が⾃宅の災害リスクを把握することで、災害時に適切な避
難⾏動をとることが期待される。そこで、福祉専⾨職（ケアマネジャー・相談⽀援専
⾨員等）、⺠⽣委員等の福祉関係者や医療関係者等が担当する⾼齢者や障害
者宅を訪問する際に、⾃宅の災害リスク等についてハザードマップや避難⾏動判定フ
ロー等を⽤いて本⼈と⼀緒に確認してもらうよう福祉関係機関等に対して促す。
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c-1 避難⾏動要⽀援者名簿の活⽤
・ 避難⾏動要⽀援者名簿の活⽤を進めるため、市町村に対し、以下のような事項について、

防災・危機管理部局と医療・保健・福祉部局等とが連携して取組むよう周知する。
＜必ず実施すべき事項＞
 ハザードマップ等を参照し、浸⽔想定区域や⼟砂災害警戒区域等の災害リスクが⾼

い区域に住む避難⾏動要⽀援者を洗い出し、その情報を防災・危機管理部局と医
療・保健・福祉部局等の部局間で共有する。

＜実施が望ましい事項＞ 
 災害リスクが⾼い区域に住む避難⾏動要⽀援者から優先的に、福祉関係者等と連

携し、地域住⺠の協⼒を得ながら、避難⽀援体制の構築に向けた検討を⾏う。
 法令上、避難⾏動要⽀援者とは「⾃ら避難することが困難な者であって、その円滑か

つ迅速な避難の確保を図るため特に⽀援を要するもの」をいい、⼀義的には避難能
⼒の有無によって名簿掲載の可否を判断するものであるが、現在の名簿掲載者がこ
の趣旨に合致しているか改めて確認する。

 平時からの名簿情報の提供はもちろん、災害発⽣時に直ちに提供できるよう備えて
おく必要があることから、地域の特性や実情に応じて、頻繁に、かつ、定期的に更新し、
名簿情報を最新の状態に保つとともに、その情報を防災危機管理部局と医療、保
健、福祉部局等の部局間で共有する。

c-3 地域における避難の実効性を⾼める地区防災計画の促進
・ 地区防災計画は、地区住⺠等が、⾃助、共助の精神に基づき、皆で安全な地区をつく

るためのツールであり、計画に定める共助の取組は、⾃分が、そして⾃分の親が、⾼齢にな
っても安⼼して暮らせるための⾃分事の取組でもある。地区の⼤⼈たちが積極的に計画を
考え、実施する姿勢は、地区の安全を⾼めることにとどまらず、地区を守ろうという次世代
を育む防災教育の効果をも有するものである。地区防災計画の普及のためこのような地
区防災計画作成の意義についても併せて周知することとする。

・ 地区防災計画の作成を⽀援、推進する市町村職員の取組を促進するため、以下の内
容等を明⽰した計画の作成⽀援に当たっての⼿引き書（地区防災計画ガイド）を作
成・周知し、地区防災計画の役割の再認識を図る。
 地区防災計画は、住⺠等の避難の理解⼒を⾼め、共助の避難体制を構築する有

効なツールであることを認識すること
 地区防災計画は、地区の特性に応じて⾃由な内容を定めるが、まずは命を守るため

最も重要な避難に関するものに絞ってでも作成することが重要であり、避難の要素だ
けをもって地区防災計画の作成とできること

 地区防災計画の作成については、⾃治会や⾃主防災組織等だけでなく、⼩学校区
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や中学校区を単位とした地域運営組織など、地域の特性に応じてふさわしい組織を
地区防災計画の作成主体にすること 

 地区防災計画の作成主体は、作成に当たって地域防災⼒の中核として⽋くことので
きない消防団、地域の⾼齢者等の状態に詳しい⺠⽣委員などの福祉関係者、次世
代の防災教育を担いかつ災害時には避難所・避難場所となる⼩中学校、避難時の
⽀援提供等も期待される⺠間企業など、地域の関係者と連携することが重要である
こと 等

・ 住⺠等による計画作成を容易にするため、住⺠等の計画作成作業（ワークショップ）時
に、ハザードマップの利活⽤等による災害リスク認識、地区としての時系列の対応（とるべ
き⾏動の判断など）について、議論や作業を円滑化する作業⽀援シートを作成する。合
わせて、各⾃の避難の判断や⽅法を記した災害・避難カードや住⺠⾃らが洪⽔等の発⽣
前の⾏動を事前に時系列的に整理するマイ・タイムライン等の特徴を整理した上で、地域
の状況に応じて取組みやすいことから実⾏することを周知する。



実施に当たってのＱ＆Ａ 

 

問１ 取組の目的は何か。 

（答） 

・都道府県及び市町村の防災主管部局・福祉部局等が主体となって、普段の活動の中で在

宅の高齢者や障害者宅を訪問する機会のある福祉専門職（ケアマネジャー・相談支援専

門員等）や民生委員等の福祉関係者等にご協力いただき、高齢者や障害者宅を訪問する

際に、本人と一緒に災害リスク等を確認していただくことを通じて、高齢者や障害者の

方々に事前に自宅の災害リスクを把握し、災害時にとるべき行動について理解していた

だくことを目的としております。 

 

問２ 福祉関係者等は何を行えばよいのか。 

（答） 

・「ハザードマップ」「避難行動判定フロー（参考資料１）」「避難情報のポイント（参考資

料２）」の３点を用いて、高齢者や障害者本人と一緒に、居住地の水害や土砂災害に関

するリスクや災害時に取るべき行動について確認してもらうことを想定しています。 

 

問３ ハザードマップとは何か。 

（答） 

・「ハザードマップ」とは、一般的に「自然災害による被害の軽減や防災対策に使用する

目的で、被災想定区域や避難場所・避難経路などの防災関係施設の位置などを表示した

地図」とされています。防災マップ、被害予測図、被害想定図、アボイド（回避）マッ

プ、リスクマップなどと呼ばれているものもあります。

https://www.gsi.go.jp/hokkaido/bousai-hazard-hazard.htm 

 

問４ ハザードマップはどこで入手できるのか。 

（答） 

・本取組の実施に際しては、各市町村からハザードマップを各戸に配布又は回覧すること

としておりますが、もしお手元にない場合には各市町村のホームページにおいて公表、

又は各市町村の窓口において配布されております。 

・ハザードマップの配布・回覧状況については、各市町村にお問い合わせください。 

・「ハザードマップ」等の内容が分からない場合などには、防災担当部局等に対して、こ

れらの資料についての説明を受けるなどの支援を依頼して下さい。 

 

別紙３ 

https://www.gsi.go.jp/hokkaido/bousai-hazard-hazard.htm


問５ 避難行動判定フロー、避難情報のポイントとは何か。 

（答） 

・「避難行動判定フロー（参考資料１）」とは、ハザードマップとあわせて確認することに

より、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮したうえでとるべき避難行動や

適切な避難先を判断できるようにした資料です。（参考資料１） 

・「避難情報のポイント（参考資料２）」とは、「避難」の意味や適切な避難先、警戒レベ

ル、警戒レベル相当情報、避難の呼びかけ等をわかりやすく簡潔に解説した資料です。 

・これらの資料も本取組の実施に際して、各市町村からハザードマップと一緒に各戸に配

布又は回覧することとしておりますが、もしお手元にない場合には以下のＵＲＬにて公

開しております。 

 http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/pdf/houkoku/campaign.pdf 

 

問６ 具体的にどういった手順で、何を確認すればいいのか？  

（答） 

・まずは「避難行動判定フロー」の手順に基づいて、ハザードマップ上で居住地の災害リ

スクととるべき行動について確認してください。 

・その上で、「避難情報のポイント」を用いて、市町村から発令される避難情報の意味や

ポイントについて確認してください。 

・より具体的な実施方式については、市町村防災担当部局にお問い合わせください。 

 

問７ 福祉関係者等は本取組をどのような機会に行えばよいのか。 

（答） 

・福祉関係者等の方々が普段の活動の中で在宅の高齢者や障害者宅を訪問する機会を利用

して行っていただくことを想定しております。なお、居宅訪問等については、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から、必要な対応をとっていただいた上で、可

能な範囲での取組の実施をお願いいたします。 

 

問８ ハザードマップには、津波、洪水、火山等様々なものがあるが、どのハザードマ

ップを説明すればよいのか。 

（答） 

・この文書は、令和２年度出水期に向けて展開する「避難の理解力理解力向上キャンペー

ン」への参画に関する依頼であることから、協力をお願いする対象は、主に水害（洪

水、内水、高潮）や土砂災害に関するハザードマップになります。 

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/pdf/houkoku/campaign.pdf


・なお、地域によって災害リスクは異なるため、これらのハザードマップ以外についても

地域の実情を踏まえて、一緒に取り組んでいただくとより効果的です。 

 

問９ 本人の心身の状況から判断して、災害時に自力での避難が困難であり、避難支援

を要すると思われる方についてはどう対応すればいいのか。 

（答） 

・ご家族や近隣の地域住民等と具体的な避難支援の方法等について検討しておくことが大

切です。特に居住地の災害リスク等を確認する中で、避難を支援する者がいない、避難

経路が未整備、避難手段がない等の事情が明らかになった場合、市町村が作成する避難

行動要支援者名簿への記載等、必要な支援につなぐため、本人ともご相談のうえ、居住

地の市町村防災担当部局に報告いただけるとより効果的です。                        

 

問１０ 福祉関係者等は、具体的にいつまでに本取組を実施すればいいのか。 

（答） 

・この文書は、令和２年度出水期に向けて展開する「避難の理解力理解力向上キャンペー

ン」への参画に関する依頼であることから、出水期に避難の実効性が確保されるよう順

次実施していただくようお願いいたします。なお、出水期とは、集中豪雨（梅雨）、台

風等洪水が起きやすい時期をさし、一般的に 6月～10月までの期間をいいます。 



例外

いいえ

台風・豪雨時に備えてハザードマップと一緒に
「避難行動判定フロー」を確認しましょう

「自らの命は自らが守る」意識を持ち、
自宅の災害リスクととるべき行動を
確認しましょう。

避難行動判定フロー
必ず取組みましょうあなたがとるべき避難行動は？

※ハザードマップは浸水や土砂災害が発生するおそれの高
い区域を着色した地図です。着色されていないところ
でも災害が起こる可能性があります。

ハザードマップ※で自分の家がどこにあるか
確認し、印をつけてみましょう。

家がある場所に色が塗られていますか？

色が塗られていなくても、周りと比べて低い土
地や崖のそばなどにお住まいの方は、市区町村
からの避難情報を参考に必要に応じて避難して
ください。

※浸水の危険があっても、
①洪水により家屋が倒壊又は崩落してしまう
おそれの高い区域の外側である

②浸水する深さよりも高いところにいる
③浸水しても水がひくまで我慢できる、水・食糧
などの備えが十分にある場合は自宅に留まり
安全確保をすることも可能です。

※土砂災害の危険があっても、 十分堅牢なマン
ション等の上層階に住んでいる場合は自宅に
留まり安全確保をすることも可能です。

災害の危険があるので、原則として※、
自宅の外に避難が必要です。

ご自身または一緒に避難する方は避難に時間
がかかりますか？

安全な場所に住んでいて身を寄せられる親戚
や知人はいますか？

警戒レベル３が出
たら、安全な親戚や
知人宅に避難しま
しょう(日頃から相
談しておきましょう)

警戒レベル３が出
たら、市区町村が指
定している指定緊
急避難場所に避難
しましょう

警戒レベル４が出た
ら、安全な親戚や知
人宅に避難しましょ
う(日頃から相談し
ておきましょう)

警戒レベル４が出た
ら、市区町村が指定
している指定緊急避
難場所に避難しま
しょう

安全な場所に住んでいて身を寄せられる親戚や
知人はいますか？

平時に
確認

はい

解説は裏面をご覧下さい

はい

はい いいえ はい いいえ

いいえ

CO119807
テキストボックス
参考資料１



わからないことがありましたらお住まいの市区町村にお問い合わせください。
（参考）内閣府防災ホームページ「令和元年台風第19号等による避難に関するワーキンググループ」

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.html

3･4階

2階

1階

3･4階

2階

1階
1階床下

5m～10m未満

3m～5m未満

0.5m～3m未満

0.5m未満

5m～10m未満

3m～5m未満

0.5m～3m未満

0.5m未満

（3階床上浸水～4階軒下浸水）

（2階床上～軒下浸水）

（1階床上～軒下浸水）

（1階床下浸水）

3･4階

2階

1階

3･4階

2階

1階
1階床下

5m～10m未満

3m～5m未満

0.5m～3m未満

0.5m未満

5m～10m未満

3m～5m未満

0.5m～3m未満

0.5m未満

（3階床上浸水～4階軒下浸水）

（2階床上～軒下浸水）

（1階床上～軒下浸水）

（1階床下浸水）

※緊急時に身を寄せる避難先は、市町村が指定する「指定緊急避難場所」や、安全な親戚・知人宅など様々です。
普段からどこに避難するかを決めておきましょう。

※「指定緊急避難場所」は、災害の種類ごとに安全な場所が指定されています。 (小中学校、公民館など)
※災害が落ち着いた後に、自宅が被災し、帰宅できない場合には、しばらく避難生活を送るため、 「指定避難所」
に行きましょう。

避難行動判定フローの参考情報

ハザードマップの見方 必ず確認してください

ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟﾎﾟｰﾀﾙｻｲﾄ※ハザードマップの着色や凡例は市町村によって異なる場合があります。 検  索

ハザードマップの見方 もっと詳しく知りたい人向け
次の３つが確認できれば浸水の危険があっても自宅に留まり安全を確保することも可能です

 土砂災害
土 砂 災 害 警 戒 区 域：■
土砂災害のおそれがある区域

土砂災害特別警戒区域：■
建造物に損壊が生じ、住民等
の生命又は身体に著しい危害
が生じるおそれがある区域

❷浸水深より居室は高いか❶家屋倒壊等氾濫想定区域に入っていないか ❸水がひくまで我慢できるか、
水・食糧などの備えは十分か

流速が早いため、
木造家屋は倒壊する
おそれがあります

地面が削られ家屋は
建物ごと崩落する
おそれがあります

※①家屋倒壊等氾濫想定区域や、③浸水継続時間はハザードマップに記載がない場合がありますので、お住いの市町村へ
お問い合わせください。なお、重ねるハザードマップには記載がありません。

※土砂災害の危険があっても、十分堅牢なマンション等の上層階に住んでいる場合は自宅に留まり安全確保をすることも可能です。

凡　例
 水  害
洪水浸水想定区域
（浸水深） 

浸水するおそれが
高い区域です

土砂災害のおそれが
ある区域です

警戒レベル３や４が出たら、危険な場所から避難しましょう

「避難」とは「難」を「避」けることです
安全な場所にいる人は、避難場所に行く必要はありません

避難先は小中学校・公民館だけではありません
安全な親戚・知人宅に避難することも考えてみましょう



危
険
な
場
所
か
ら

高
齢
者
等
は

避
難！

危
険
な
場
所
か
ら

全
員
避
難！

避難に時間を
要する人は避難
（市町村が発令）

警戒レベル

安全な場所へ
避難

（市町村が発令）

避難行動の
確認

（気象庁が発表）

警戒レベル
2

心構えを
高める

（気象庁が発表）

警戒レベル
1

危
険
な
場
所
か
ら

高
齢
者
等
は

避
難！

危
険
な
場
所
か
ら

全
員
避
難！

3

警戒レベル

4

※1 警戒レベル４「全員避難」は、高齢者などに限らず全員が危険な場所から避難するタイミングです。

・警戒レベル5が出てもまだ避難できていない場合は、自宅の少しでも安全な部屋に移動したり、
すぐ近くに安全な建物があればそこに移動するなど、命を守るための最善の行動をとってください。
・警戒レベル５災害発生情報は、市区町村が災害発生を把握できた場合に、可能な範囲で出される
情報であり、必ず出される情報ではありません。

・警戒レベル4避難勧告は立退き避難に必要な時間や日没時間等を考慮して発令されるもので、この
タイミングで危険な場所から避難する必要があります。
※2 警戒レベル4避難指示（緊急）は、必ず発令されるものではなく、地域の状況に応じて緊急的に
　　又は重ねて避難を促す場合などに発令されることがあるものです。

警戒レベルは、水害や土砂災害に備え
て住民がとるべき行動をお知らせする
ために5段階にレベル分けしたもの
で、市区町村が避難情報と合わせて出
す情報です。

警戒レベル4避難勧告で
危険な場所から避難です

台風・豪雨時に「避難情報のポイント」を
確認し避難しましょう

避難情報のポイント緊急時
に確認

市区町村から出される避難情報（警戒レベル）
避難とは難を避けること、つまり安全を確保することです。
安全な場所にいる人は、避難する必要はありません。
危険な場所から警戒レベル3で〈高齢者などは避難〉、
　　　　　　　警戒レベル4で〈全員避難※1〉です。

警戒レベル５はすでに災害が発生している状況です。

豪雨時の屋外避難は危険です。車の移動も控えましょう。

警戒レベル4には避難勧告や避難指示（緊急）※2がありますが、
いずれにしても警戒レベル４で避難しましょう。

 必ず確認してください ！ ！

CO119807
テキストボックス
参考資料２



わからないことがありましたらお住まいの市区町村にお問い合わせください。
（参考）内閣府防災ホームページ「令和元年台風第19号等による避難に関するワーキンググループ」

http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.html

4 4
相当

3
相当

2
相当

1
相当

最新情報に注意

避難準備・
高齢者等避難開始

土砂災害警戒情報

大雨警報氾濫警戒情報
洪水警報

氾濫危険情報

3
2
1

危険な場所から
高齢者などは避難
ハザードマップ等で
避難方法を確認

避難勧告
（避難指示（緊急））

早期注意情報

大雨注意報
洪水注意報 氾濫注意情報

危険な場所から
全員避難

名　称：警戒レベル
発信者：市区町村等
内　容：避難情報

警戒
レベル 住民がとるべき行動 避難情報等

5
4

5
相当

4
相当

3
相当

2
相当

1
相当

命を守る最善の行動

危険な場所から
全員避難

危険な場所から
高齢者などは避難

最新情報に注意

ハザードマップ等で
避難方法を確認

早期注意情報

避難勧告
（避難指示（緊急））

避難準備・
高齢者等避難開始

災害発生情報 氾濫発生情報 大雨特別警報
（土砂災害）

土砂災害警戒情報

大雨警報氾濫警戒情報
洪水警報

大雨注意報
洪水注意報 氾濫注意情報

氾濫危険情報

3
2
1

名　称：警戒レベル相当情報
発信者：気象庁や都道府県等
内　容：河川水位や雨の情報

浸水の情報（河川） 土砂災害の情報（雨）
防災気象情報（警戒レベル相当情報）

※ 「避難勧告等に関するガイドライン」の趣旨を変えずに、より分かりやすい表現にしています。

気象庁から市区町村単位の警戒レベル相当情報※が出されたら、お住まいの地域の状況が詳細に
わかる情報（危険度分布）を確認してください。紫色は危険度が高いことを示しています。

住所を登録しておけば、お住まいの地域が危険になったら
自動的にスマートフォンに通知される「危険度分布通知
サービス」もありますので、ご活用ください。

避難情報のポイント解説 

国土交通省・気象庁・都道府県から出される
河川水位や雨の情報（警戒レベル相当情報）

■危険度分布で、お住まいの地域の状況を確認しましょう

紫：崖・渓流の近くは危険 紫：低地は危険 紫：河川沿いは危険
※市区町村単位で発表される情報には、大雨特別警報、土砂災害警戒情報、洪水警報などがあります。

■市区町村が出す警戒レベルで確実に避難しましょう
　気象庁などから出る河川水位や雨の情報を参考に自主的に
　早めの避難をしましょう

危険度分布 検  索

土砂災害 浸水害 洪水

（1kmメッシュ） （1kmメッシュ）

市区町村長は、警戒レベル相当情報（河川や雨の情報）のほか、地域の土地利用や災害実績なども
踏まえ総合的に警戒レベル（避難情報）の発令判断をすることから、警戒レベルと警戒レベル相当
情報が出るタイミングや対象地域は必ずしも一致しません。

もっと詳しく知りたい人向け
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